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Summary

The psyehologlealstructure to evaluatelivlng COmfortablenessIS hard to be assumed，because diverse factors have to

dowithitcomplicatedly．

Thisreportconsidered theposition ofnoiseinthe factorswhichisseemed tocontributelivlngCOmfortableness，uSing

themultiattributeutilityfunctionmethod（MAUFM）．

MAUFM whichis mainly usedin the area ofEconomylS Created by R．L．Keeney．ItlS uSefulto soIve modern compll－

Cated analysISOfdecISion making，

Thismethodincludesthefollowingthreesteps，andthesoIvingprocedureisclear．

1．formularizatlOnOfproblem

2．ealculationofthesingle－attributeutilityfunction

3．evaluationofthescalingconstant

As aresultthatthequestionnaire was performed for20subjects and・MAUFM was applied toits sampled data，itwas

able toexpressthepsyehologlealstructurewith the modeltakingtwolayers．AnditcouldbeshownthatthenoISe affects

theevaluationoflivingcomfortablenesstoacertalndegree（aboutlO％oftotalevaluatlOnValuesinthisexperiment）．

1．　はじめに

住みやすさに寄与していると考えられる要因の中で、

騒音が占める位置について、経済予測の分野で多く使わ

れている多重属性効用関数法を用いて調査を行った。

多重属性効用関数法の騒音評価に対する適用について

は既に河野等により、その方法を含めて詳細に発表され

ている。1）

ー5－

ここではそれを利用し、また各要因間の関係の把握も

容易にするため、「住みやすさ」の意識構造を考えた。す

なわち、「住みやすさ」に寄与すると考えられる要因を2

階層に分け、これを構造的に把握することにより、住み

やすさ全体の見通しを容易にすることを考えた。

また、直接「住宅価格」と騒音を比較し、その関係を明

らかにすることを試みた。
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2．方法

2．1多重属性効用関数法2）・3）

はじめにある系（ここでは居住環境）を構成する要因に

ついて考える。例えば居住環境を構成する要因として、

月間所得・通勤時間・夜間騒音を考える。

ある一つの要因が他の要因から独立であるとすると、

この要因が変化するに従ってその効用（満足度）も変化す

る。例えば月間所得であれば、所得が上がるに従って満

足度も上がる。このように通常、要因と効用は単調増加

（あるいは単調減少）の関係にある。あるいは一見複雑に

見える関係も複数の単調関数に分解できることが多い。

そこで要因と効用の関係をまず求めることにする。要因

の最低値と最高値を与え、中間に値が求められれば、こ

れら3点から効用関数式が求められる。中間値を求める

には50－50Lottery法という「くじ」を用いた評価法を用い

る。また、式は直線式あるいは指数関数式に当てはめる。

50L50Lottery法は、ともに1／2の確率を持つ2つの事

象を選択するくじと等価な（確実に得られる）値を調査対

象者に聞く方法である。

要因と効用の関係を求めるとき、他の要因はこの要因

の変化に対して独立でなければならない。（効用独立）

考慮したすべての要因に対して、評価式を求める。

つぎにこれら要因の評価式の系に及ぼす影響度の大き

さを求める必要がある。そこで、要因相互に大きさを比

較し、それぞれに係数を与えて適当な評価尺度を持つよ

うにする。これにはいくつかの方法があるが、ここでは

被験者に質問をし、その回答から重み付けをしている。

2つの要因を相互に比較するとき、他の要因が2要因

の関係に対して独立でなければならない。（選好独立）

最後に、これら要因が系に対してどういう相互関係を

持っているかを決定する。

キーニーの定理によれば、

事象ズ…ズ1×…×」礼，外上3が定義されているとき、あ

る考に対して弟×考がすべてのJ≠iに関して万りから選好

独立であり、かつ考が万lから効用独立であるならば、

L勒＝∑折井症∑たl＝1　（加法型効用関数）
l＝1　　　　　　　　　1＝1

または

1十方U何＝Ⅲ【1＋物榊－ノ】，∑た．≠1
1＝1　　　　－＝1（乗法型効用関数）

である。ただし、L例と彷砂は0と1の間の値をとる基

ー6－

準化された効用関数、緑ま0＜たl＜1である比例定数、お

はと＞－1である非ゼロの比例定数である。

従って、∑転が近似的に1になるかどうかで、加法型

か乗法型かを決定する。得られたL侮ノが個人における効

用関数式である。（図1参照）

＿1－ニ≡l二一

1暮■　　　　　　　　　　　　1良t

U．（X）＝bl＋a．e u
1　　－

加法型効用関数

U＝∑klUl（Xl）．∑kl＝1

50－5仇．ott8ry法

遭択
く＝二＞

乗法型効用関数

l＋kU＝ntl＋kkUl（Xl）），∑h≠1

図1多重属性効用関数法の原理

2．2　調査方法

25～45才の男性20名を対象にアンケート調査を行い、

その結果から多重属性効用理論に基づき、環境要因に対

する評価関数L埴ノを導出した。

被験者はいずれも地方公務員で、県内の住宅地に居住

している者が多い。所得水準にも大きな差がなく、生活

レベルに関しては比較的均質である。

アンケートはパソコン画面上のマウス入力操作により

回答する方式をとった。この方式だと前に行った回答を

おぼえていない可能性が高く、回答に一貫性が得られな

い恐れがあるため、随時前の質問項目に対する回答を表

示させるようにした。

ここで行ったアンケート調査に取り上げた要因から仮

定した心理構造は図2のようなものである。

第1レベル

住みやすさ
（∪）

手芸…妄72）‡

第2レベル

景観（Ull）

緑の多さ（U12）

日照（U13）

凰通し（U14）

‾工芸票22㌢21）

‾⊂芸芸芸…蕊芸）

（∪32）

図2　居住環境評価における階層意識構造

単一属性効用関数は下記の式を持つ。

L例＝∬＋AgC∬

ここではL準ノ要因Uに関する単一属性効用関数、ガは

個々の要因の変数方、A、Cは定数である。

ただし、ガが最小値で最大の効用値、最大値で最小の



効用値を持つときは

（両＝人■十∴l十日一

また、直線近似の場合にはそれぞれ

L物ノ＝ガ

と竹ノ＝1－∬

ここで坊砂を坊と記述することにすると、多重属性効

用関数は

第1レベル：

（加法型）y＝ゐlLl十お2こち十毎蟻

（乗法型）1＋たy＝（1十抽1仇）（1＋的抜）（1十的抜）

第2レベル：

（加法型）ul＝払1抗1＋お12U12十お13仇3

Lち＝毎1U21＋毎2抜2

（乗法型）

1＋桓0仇＝（1＋毎0如1仇1）（1＋勘0ぬ2仇2）（1＋ぬ。毎3坊3）

1＋た20Lち＝（1十方Z。毎1抜1）（1十おZ。お22Lち2）

また、騒音レベルを上、住宅価格をクとすると、騒音レ

ベルと住宅価格の要因に関する変動値は以下のように変

換できる。

∬22＝1－吉宝 エ1：最高レベル（dB（A））

ん：最低レベル（dB（A））

鞄＝ト若君　　　♪1：最高住宅価格（円）

如：最低住宅価格（円）

騒音と住宅価格について考える。騒音の要因（指標）が

1単位増加することにより、騒音に関する効用水準が減

少する。このとき、住みやすさの効用水準を変わらず維

持するためには、住宅価格の効用水準を増加させなけれ

ばならない。これは住宅価格を減少させることを意味す

る。住宅価格‥タ，騒音‥上とすると、意を求めるこ

とにより意識構造における騒音と住宅価格を知ることが

出来る。すなわち、騒音レベル1dB（A）増加することに

より必要となる住宅価格の減少量を求めることができ

る。

∂夕＿∂y　∂♪

∂エ　　∂⊥　　∂y

諾

∂y

盲す

∂∬22　∂坊2　　∂坊　　∂y

∂エ　　∂鞄2　　∂坊2　∂坊

∂鞄　∂巧　　∂y

∂タ　　∂∬3　　∂坊

ここで

う＿＿王立
∂∬22

＝1 （直線近似）

－7－
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芸芝＝A22GZgC22∫22　　　　（指数関数）

t＿リ．’こ

∂Lち2

∂こち

∂坊2

旦＿工＿

∂Lち

且ユニ
∂Lち

旦旦
∂ズ3

＝毎2　　　　　　　　　　　　　　（加法型）

＝毎2（1十お20お22しち2）　　　　　　（乗法型）

＝毎

＝毎（1十的1Lu（1十柚3蟻）

＝1

豊＝d3扉3ズ3
∂y

∂巧

∂y

∂巧

＝た3

＝毎（1＋肋1仇）（1＋抽2抜）

（加法型）

（乗法型）

（直線近似）

（指数関数）

（加法型）

（乗法型）

3．調査結果

3．1効用関数式の算出

各被験者のアンケート調査回答から各効用関数を算出

した。ここでは各人の回答の平均から、平均としての各

効用関数を算出して示した。

ここで、回答の平均は2者択一もしくは3着択一の場

合には最も多くの被験者が選んだ選択肢を採用し、数値

回答の場合には被験者全員の回答した数値の算術平均を

採用した。

平均値による単一属性効用関数式及び多重属性効用関

数式を以下に示す。

NAME：MEAN DATA

多重属性効用関数式：

1－0．748U伸二（1－0．310Ll砂）（1－0．327L餉ノ）

（1－0．286的砂）（1－0．240仇砂）　　　　　（1）

1－0．777抗砂＝（1－0．211抗1回）（1－0．244抗2回）

（1－0．459仇3何）（1－0．309抗4回）　　　　（2）

1＋0．510抜砂＝（1＋0．193Lち1砂）（1＋0．266【克2回）（3）

蟻砂＝0．599【ふ何十0．447Lち2回　　　　　　　　　（4）

単一属性効用関数式：

軋砂＝2．122－2．122〆0・637れ1）

抗2砂＝2．496－2．496〆0・512れ2）

抗3秒＝1．754－1．754g（－0・844∬13）

坊。rkノ＝1．512－1．512〆1・083ズ14）

抜1両＝2．661－2．661g（‾0・471栽1）

抜2回＝1．637－1．637g（－0・944栽2）

坊潮＝2．877－2．877〆0・427月ユ）

彷2回＝4．806－4．806g（－0・233月2）

抗砂＝5．965－5．965〆0・184∬4）
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住みやすさの評価関数叩婚図2の要因により求める

ことができる一連の式を、多重属性効用関数法により、

導くことができた。

式（1ト（4）の係数を比較することにより、各要因間の重

要度が明らかになる。

第1レベルの4要因「自然環境変化」「人為的環境変化」
「利便性」「住宅価格」の間では「人為的環境変化」が最も大

きく、次いで「自然環境変化」「利便性」「住宅価格」の順に

なっていた。これは現在の場所に居住を開始してあまり

時間の経っていない人を対象として調査しているため、

「住宅価格」は問題にされず、「自然環境変化」「利便性」は

既に居住している場所に関しては選択の余地があまり無

いことによるものと考えられる。

「景観（眺望）」「緑の多さ」「風通し」「日照」の間では、「日

照」＞「風通し」＞「緑の多き」＞「景観」の順で重視されて

いることがわかった。

「騒音」と「大気汚染」とでは、「騒音」＞「大気汚染」の順

であった。

また、利便性の中では「駅の近さ」＞「商店街等の充実」

であった。

3．2　現在の住みやすさに対する評価

アンケート中の満足度の回答と個々人の効用関数式

U何から、現在住んでいる環境における住みやすさの評

価値（効用債）が算出される。以下に個々人の評価値を示

す。

0．474　　　　　0．844

0．943　　　　　0．970

0．528　　　　　0．906

0．142　　　　　0．880

0．866　　　　　0．849

0．890　　　　　0．846

0．912　　　　　0．892

0．785　　　　　0．628

0．744　　　　　0．954

0．978　　　　　0．907

平均：0．833

多少の例外はあるものの、現在の環境における住みや

すさの評価はかなり高くなっていることがわかる。

3．3　騒音レベル変化に伴う住みやすさ評価値の変動

平均値により計算した多重属性効用関数式から、騒音

抜2と住みやすさUとの関係を求めた。図2において、

騒音抜Zを除くすべての第2レベルの要因及び第1レベ

ー8－

ルの住宅価格要因伍に平均値を代入し、騒音レベルを

1dB刻みで変化させ計算した。結果を図3に示す。

45　　47　　49　　51　　53　　58　　57　　59　　81　　63　　65　　67　　69　　71　　73　　75

16　　48　　　50　　　52　　　54　　紬　　　5さ　　60　　　62　　餌　　　66　　　68　　　70　　　72　　　74

図3　騒音レベル変化に伴う住みやすさ評価値の変動

最低値の45dB（A）から最高値の75dB（A）まで、住みやす

さの評価値Uは単調に減少している。最高値と最低値に

おける評価値Uの差は約0．13であり、県内住宅地に居住

する限り、騒音の大きい場所と静かな場所の住宅地周辺

の騒音レベルの差はこれよりも小さくなると考えられ

る。

今回の意識構造の想定下では10％強の変化を生じた

が、意識構造の想定の仕方によっては変わることが考え

られるため、要因の構造の想定の方法に関してさらに検

討する必要がある。

3．4　騒音と住宅価格の関係

回答の平均から、騒音と住宅価格の関係を求めた。住

宅価格の最低値、平均値、最高値における騒音レベルの

変化に伴う住宅価格の推移を図4に示す。ここで騒音レ

ベルの最低値を45dB（A）、最高値を75dB（A）とした。また、

大気汚染に対する効用関数値を0．5として計算した。ま

た、国中住宅価格の最高値、平均値、最低値は、アンケー

トの中で回答を求めた100rげの土地・上屋の価格を平均

したものである。

単位・百万円
2．3

2．2

2．1

2

1．9

18

地　1．7

算三．；
1．4

1．3

12

1．1

1

0．9

一一一最高値7288万円　　　　　　　　　　　　　　　　／／ 

・1・・一　平均値3685万円　　　　　　　　　　　　　／／′．ノ■■ 
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騒音レ／くル（dBA）

図4　騒音と住宅価格との関係
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これらは、あるレベルにおいて1dB（A）増加すること

による住宅価格の下落必要量、すなわちレベルが増加す

ることによる住宅価格下落量を示している。ここでは騒

音レベルが高くなるほど1dB（A）上がることによる住宅

価格下落量が多くなっている。これは騒音レベルが高い

場所ほど住宅価格を下げるべきであるという意志表示で

あるが、これは必ずしも全員の傾向ではなく、逆に低い

レベルの場所ほど1dB（A）の増減に敏感で住宅価格に影

響すると考える人もいる。

4．まとめ

多重属性効用関数法を「騒音に関する住民の意識構造

の解析」の観点で検討をした。

今回の調査において新しく工夫した点は以下のとおり

である。

1）要因を多層構造にした。

2）被験者に対し、アンケート調査をパソコン画面上で

行わせた。

20名の被験者にアンケートを行った結果、以下のこと

が分かった。

1）多重属性効用関数法により、「住みやすさ」を定量的

に表現することができた。

2）第1レベルの4要因「自然環境変化」「人為的環境変

化」「利便性」「住宅価格」の間では「人為的環境変化」が

最も大きく、次いで「自然環境」「利便性」「住宅価格」の
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順になっていた。

「景観（眺望）」「縁の多さ」「風通し」「日照」の間では、

「日照」＞「風通し」＞「緑の多さ」＞「景観」の順で重視さ

れていることがわかった。

「騒音」と「大気汚染」とでは、「騒音」＞「大気汚染」の

順であった。

また、利便性の中では「駅の近さ」＞「商店街等の充

実」であった。

3）騒音レベル変化に伴う住みやすさの評価値の変動は

今回の想定のもとでは、45dB（A）から75dB（A）の変化で、

10％程度であった。

4）現在の環境における住みやすさの評価は、かなり高

くなっていることがわかる。

5）騒音と住宅価格との関係を考えた場合、平均では騒

音レベルが高くなるほど1dB（A）上がることによる住

宅価格下落量が多くなっている。
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